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　英国のベヴァリッジ (William Henry Beveridge) は『社会保険及び関連制度』(1942)
の中で、窮乏 (Want)・疾病 (Disease)・無知 (Ignorance)・不潔 (Squalor)・怠惰 (Idleness)









まず身体に対して損傷または苦痛を与える刑罰 ( 身体刑 ) や、残虐な行為で命を絶つ刑罰













護制度の法体系を整備することが目的の「更生保護法」が、平成 19 年 6 月 8 日の参議
院本会議第三十四号で全会一致で可決、成立した。保護観察官らの指導・監督権限を強
化するこの「更生保護法」は本年 6 月 1 日に施行されたが、この背景には平成 17 年前
後に保護観察 1) 中の者による事件 (16 年 12 月に子ども対象の暴力的性犯罪前歴者が奈良








れている場合が多い。たとえば、英国は人口 6,009 万人に対して保護観察官が約 8,000















表１　保護司の職業別構成比の推移 (昭和 28 年～平成 16 年 )
 
・『犯罪白書 16 年版』第 5 章第 3 節 1。
・昭和 28 年は 12 月 1 日現在、31 年は 6 月 1 日現在、35 年は 12 月 31 日現在、
  46 年は 7 月 1 日現在、その他の年は 1 月 1 日現在。
・右のカッコ内は保護司の人数。
　表２の「年齢層別構成比の推移」を見ると、昭和 28 年には 60 歳未満が 74.3％で平均
年齢 53.2 歳であったのに対し、平成 16 年には 60 歳以上が 69.2％で平均年齢も 63.3 歳
にまで上昇しており、また 40 歳代や 40 歳以下の年齢層の激減も目に付く。
86 田園調布学園大学紀要
長谷川洋昭
表２　保護司の年齢層別構成比の推移 (昭和 28 年～平成 16 年 )
・『犯罪白書 16 年版』第 5 章第 3 節 1。
・昭和 28 年は 12 月 1 日現在、31 年は 6 月 1 日現在、35 年は 12 月 31 日現在、














「大都市圏」の「中心市」を指すものと解する。前回国勢調査 ( 平成 17 年 ) における「大
都市圏」とその「中心市」( カッコ内 ) は以下のとおりである。
○札幌大都市圏 ( 札幌市 ) ○仙台大都市圏 ( 仙台市 ) ○関東大都市圏 ( さいたま市 ･ 千葉
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市 ･ 東京都特別区部 ･ 横浜市 ･ 川崎市 ) ○静岡大都市圏 ( 静岡市 ) ○中京大都市圏 ( 名古
屋市 )　　○京阪神大都市圏 ( 京都市 ･ 大阪市 ･ 神戸市 ) ○広島大都市圏 ( 広島市 ) ○北九



































京保護司会連盟 1983)、『東京における保護司活動 50 年』( 東京保護司会連盟 2003)、『新







れた「保護司の地域性再考」( 藤野 1999) はこのことを指摘している。ここで藤野は、「保
護司を引き受けるような地域の有力者には当然その種の力が備わっていると決め付けた
り、また、その種の個人的な資質に過剰な期待を寄せたりするなどは、今日ではもはや










































んでいる。前者はプレ調査として、①保護観察処遇 ( 保護観察対象者との面接の状況等 )、
②地域社会とのつながりに関すること、③犯罪被害者に関すること、④新任保護司の確
保に関すること、の 4 点について、全国の保護観察所 19 庁において保護司 82 人に活動
実態及び意識に関する面接調査を行い、その結果を踏まえて無作為に抽出した全国 3,000
人の保護司に郵送調査を行なったものである。その結果 2,260 人から回答を得た。後者




























もらった。調査期間は平成 20 年 5 月末から同年 8 月末である。調査の中心対象である



















































公共の福祉に寄与すること ( 保護司法第一条 )」を使命とする保護司が実施する保護観察
には地域の協力と理解が不可欠であり、これは一人保護司のみが対象者と向き合うこと
で対象者の円滑な社会復帰が見込まれるなどというものでは到底無い。保護観察につい
て、地域社会が ( 理解をもって ) 見守っているという状況が対象者に与える影響は、様々
な角度からよい効果をおよぼすものと考えられる。その点で「地域の人、みんなが保護





















定年 (75 歳 ) がまず出来た。若い人が出て来やすい体制を。働いている人は昼間来ら
れないので、分区の定例会は夜にした。定例会に出られなくても対象者としっかり向
き合っていればいいのではないか。














































の指摘もあり、平成 11 年 4 月以降は保護司の再任上限年齢を「76 歳未満」とするいわ





















































Ｆ氏 地域センター ( 区の出張所ごとにある ) での活動、地区協議会・青少年育成委員会や町会等を通じて、主に安心安全の面で貢献したい。
　犯罪が社会的な所産であり、一旦は隔離された犯罪者も遅かれ早かれ社会に戻ってく
るのであれば、犯罪の防止や犯罪者の更生について最大の関心を持たねばならないのは








　毎年 7 月から一ヶ月、全国一斉に実施される「社会を明るくする運動 13)」についての
意見も多く聞かれた。この運動は、更生保護制度の基本法たる「犯罪者予防更生法」が





















出所後の一時保護する所の充実 ( 家族でもなかなか引き受けないので )。
Ｃ氏 記入なし
















を受託する際の観察所の対応についてであるが、「主任官 ( 保護観察官 ) はケースを保護
司の住所で選んでくる。」（Ｄ氏）という状況があることに対し、もう少し対象者との適
性などを考慮したうえで依頼してもらいたい旨の要望があった。これには、「書類が届く




「昔は主任官が 3 年くらい留まっていたが、ここ 3 年は 1 年で変わっている。地域を知












































宗教施設等 (2.7%)」、「二戸建て住宅 (0.1%)」、「その他 (1.2%)」、となっており、保護司は
一戸建て住宅に住む比率が圧倒的に多い。そもそも集合住宅に居住する世帯の全国平均





































活定着支援センター ( 仮称 )」を都道府県の圏域ごとに１か所設置することとなった。最
近 10 年間の新受刑者のうち 60 歳以上人員の推移は、平成 10 年が 7.3％、平成 19 年が
12.2％と、年々増加している 16)。また平成 19 年の新受刑者約 3 万 500 人のうち、入所






























した後収容期間の満了日または本退院までの期間受ける保護観察 (2 号観察 )、そして成人に対しては、仮釈放中
の者に対する保護観察 (3 号観察 )、保護観察付き執行猶予者が執行猶予期間中に受ける保護観察 (4 号観察 )、
そして婦人補導院を仮退院した者に対する保護観察 (5 号観察 ) がある。このうち 5 号観察は最近 20 数年間実施
例がなく、実質的には４種類での運用となる。
 2  ）昼夜間人口比率は 253.48%。区に所在するターミナル駅には JR・私鉄・地下鉄が複数線乗り入れ、一日の乗
降客数は平均約 364 万人にのぼり世界一利用者の多い駅となっている。
 3 ）平野利 (1933)「司法保護事業に就て」『司法研究 1 輯報告集』４
 4  ）「保護司がつねに使用することのできる部屋を確保」( 恒川：1972) すべきだとの意見は、保護観察対象者の面
接は保護司の自宅で行うものが自明とされていた 70 年代頃からも出されていた。
 5 ）法務省 (2007)『2007 年 ( 度 ) 年報矯正統計』11 ページ




 7 ）『犯罪白書平成１６年版』7 ページ
 8  ）社団法人全国保護司連盟 (2005)『保護司制度に関するアンケート』項目、「主にどのようにして保護司適任者を




 9 ）「保護司及び保護司組織」『更生保護と犯罪予防』41，49 ページ
10）民生委員・児童委員の定年は、新任 65 歳未満、再任 75 歳未満である。
11 ）「都会における地域社会は、その規模、住宅地か商業地か等の種類、居住者の階層等々一つ一つ異なった顔を持っ
ており、一概に地域社会一般として取り扱うことは誤り」( 成瀬：1988) であるとの指摘があるように、「Ｓ区」として
全体で取り組むべき案件と地域ごと ( 分区ごと ) に取り組むべき案件とを適切に振り分ける必要がある。
12 ）吉村昭 (1988) の小説で「保護会」のモデルとして出てくる。「新宿の繁華街をぬけて間もなく、商店街の角を曲っ
て細い道に入り、すぐに停止したことを意外に思った。ネオン看板の突き出た連れ込みホテルが並び、その間に挟





が会長に就いている。広報活動として広報パレード、各地区啓発活動 ( リーフレット配布 )、区内デパートにおける
啓発活動他を行なった ( 平成 20 年度 )。




切である 19.6％　○あまり大切でない 44.3％　○まったく大切でない 27.1％　という結果になっている。
16 ）平均入所日数は長期化傾向にあり、平成 9 年の入所者で３日以内に就職できた割合は約 52％、４日～７日以内
は約 26％であったが、平成 19 年はそれぞれ約 37％、約 19％に減少した。また、16 日以上かかった入所者の割合
は、平成９年の約 10％が平成 19 年には約 20％と倍増している。（讀賣新聞 平成 20 年 7 月 16 日）
17 ）平成 18 年法務省特別調査によると、調査対象受刑者 27,024 人中、知的障害者又は知的障害が疑われる者が
410 名であった。彼らのうち、犯罪の動機が「困窮・生活苦」であった者は 36.8％である。
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